
図表４１ 男女共同参画に関する計画の策定状況（市区町村）
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【行政種別】 【人口規模別】

策定済みの市区町村数 策定率（％）

北 海 道 179 41 22.9 3
青 森 県 40 38 95.0 1
岩 手 県 33 30 90.9 0
宮 城 県 35 15 42.9 5
秋 田 県 25 22 88.0 1
山 形 県 35 13 37.1 10
福 島 県 59 27 45.8 2
茨 城 県 44 43 97.7 1
栃 木 県 26 19 73.1 0
群 馬 県 35 13 37.1 1
埼 玉 県 63 61 96.8 2
千 葉 県 54 35 64.8 2
東 京 都 62 51 82.3 0
神 奈 川 県 33 30 90.9 0
新 潟 県 30 20 66.7 1
富 山 県 15 15 100.0 0
石 川 県 19 19 100.0 0
福 井 県 17 16 94.1 0
山 梨 県 27 21 77.8 4
長 野 県 77 46 59.7 9
岐 阜 県 42 32 76.2 10
静 岡 県 35 29 82.9 2
愛 知 県 54 48 88.9 2
三 重 県 29 26 89.7 3
滋 賀 県 19 16 84.2 0
京 都 府 26 20 76.9 1
大 阪 府 43 43 100.0 0
兵 庫 県 41 36 87.8 1
奈 良 県 39 11 28.2 2
和 歌 山 県 30 17 56.7 4
鳥 取 県 19 19 100.0 0
島 根 県 19 19 100.0 0
岡 山 県 27 25 92.6 1
広 島 県 23 22 95.7 1
山 口 県 19 19 100.0 0
徳 島 県 24 9 37.5 2
香 川 県 17 16 94.1 1
愛 媛 県 20 19 95.0 1
高 知 県 34 17 50.0 0
福 岡 県 60 50 83.3 5
佐 賀 県 20 20 100.0 0
長 崎 県 21 18 85.7 1
熊 本 県 45 45 100.0 0
大 分 県 18 16 88.9 2
宮 崎 県 26 12 46.2 4
鹿 児 島 県 43 28 65.1 15
沖 縄 県 41 18 43.9 2

計 1,742 1,225 70.3 102
うち市区 812 772 95.1 21
うち町村 930 453 48.7 81

都道府県 市区町村数
計　画　の　策　定　状　況 現在策定していない

市区町村のうち
策定検討中の市区町村

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．市区町村の中に政令指定都市を含む。
４．人口規模別は、基本問題・影響調査専門調査会において集計。 55



図表４２ 男女共同参画・女性問題に関する推進体制（市区町村）

設置市区町村数 設置割合 （％） 設置市区町村数 設置割合 （％）

北 海 道 179 26 14.5 32 17.9
青 森 県 40 4 10.0 6 15.0
岩 手 県 33 15 45.5 19 57.6
宮 城 県 35 15 42.9 18 51.4
秋 田 県 25 8 32.0 18 72.0
山 形 県 35 11 31.4 12 34.3
福 島 県 59 15 25.4 20 33.9
茨 城 県 44 22 50.0 31 70.5
栃 木 県 26 17 65.4 13 50.0
群 馬 県 35 13 37.1 11 31.4
埼 玉 県 63 47 74.6 47 74.6
千 葉 県 54 27 50.0 29 53.7
東 京 都 62 51 82.3 43 69.4
神 奈 川 県 33 25 75.8 23 69.7
新 潟 県 30 19 63.3 16 53.3
富 山 県 15 11 73.3 10 66.7
石 川 県 19 7 36.8 16 84.2
福 井 県 17 12 70.6 12 70.6
山 梨 県 27 9 33.3 12 44.4
長 野 県 77 28 36.4 33 42.9
岐 阜 県 42 28 66.7 29 69.0
静 岡 県 35 23 65.7 20 57.1
愛 知 県 54 35 64.8 37 68.5
三 重 県 29 16 55.2 17 58.6
滋 賀 県 19 16 84.2 15 78.9
京 都 府 26 21 80.8 19 73.1
大 阪 府 43 42 97.7 40 93.0
兵 庫 県 41 24 58.5 24 58.5
奈 良 県 39 14 35.9 9 23.1
和 歌 山 県 30 8 26.7 10 33.3
鳥 取 県 19 10 52.6 19 100.0
島 根 県 19 15 78.9 13 68.4
岡 山 県 27 20 74.1 20 74.1
広 島 県 23 13 56.5 16 69.6
山 口 県 19 15 78.9 14 73.7
徳 島 県 24 5 20.8 1 4.2
香 川 県 17 7 41.2 12 70.6
愛 媛 県 20 10 50.0 7 35.0
高 知 県 34 4 11.8 7 20.6
福 岡 県 60 38 63.3 48 80.0
佐 賀 県 20 10 50.0 11 55.0
長 崎 県 21 13 61.9 17 81.0
熊 本 県 45 34 75.6 40 88.9
大 分 県 18 16 88.9 17 94.4
宮 崎 県 26 17 65.4 12 46.2
鹿 児 島 県 43 31 72.1 32 74.4
沖 縄 県 41 17 41.5 18 43.9

合 計 1,742 884 50.7 945 54.2

う ち 市 区 812 672 82.8 680 83.7

う ち 町 村 930 212 22.8 265 28.5

総市区町村数
行政連絡会議 諮問機関・懇談会

都道府県

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．市区町村の中に政令指定都市を含む。
４．行政種別は、基本問題・影響調査専門調査会において集計。 56



図表４４ 男女共同参画担当課（室）の事務所掌（市区町村）

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．男女共同参画の担当窓口となっている課（室）について、「男女共同参画、女性等を名称に冠し、専ら男女共同参画に関する事務を所掌」し

ているか、「所掌事務の一部として男女共同参画を担当」しているかの問いへの回答。
４．基本問題・影響調査専門調査会において集計。

図表４３ 男女共同参画計画の策定状況と推進体制の状況（市区町村）

国の「男女共同参画推進本部」に相当する
庁内の連絡会議

男女共同参画に関する諮問機関、懇談会等

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．男女共同参画計画の策定の有無別は、基本問題・影響調査専門調査会において集計。

（％）

あり なし 不明

（n=1,742） 50.7 49.2 0.1

（n=812） 82.8 17.2 -

うち計画有 （n=776） 85.4 14.6 -

うち計画無 （n=36） 25.0 75.0 -

（n=930） 22.8 77.1 0.0

うち計画有 （n=449） 43.2 56.8 -

うち計画無 （n=481） 3.7 96.0 0.2

市　区

町　村

全　体

（％）

あり なし 不明

（n=1,742） 54.2 45.8 0.1

（n=812） 83.7 16.3 -

うち計画有 （n=776） 86.3 13.7 -

うち計画無 （n=36） 27.8 72.2 -

（n=930） 28.4 71.5 0.0

うち計画有 （n=449） 55.0 45.0 -

うち計画無 （n=481） 3.5 96.3 0.2

市　区

町　村

全　体

自治体数
専ら男女共同参画の

事務を所掌
所掌事務の一部として
男女共同参画を担当

市区 812 28.3% 71.7%

町村 930 1.5% 98.5%

総計 1,742 14.0% 86.0%
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図表４５ 審議会等委員への女性の登用（市区町村）

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．市区町村の中に政令指定都市を含む。
４．法律、法令及び条例により設置された審議会等の女性比率における平均女性比率は広域で設置されている審議会等も含んだ数値。

分布については市区町村の女性比率の状況を分布で表しているため、広域の審議会等は含まれていない。
５．東日本大震災の影響により、福島県浪江町は女性委員の登用目標のみ調査を行っている。

設定
割合

（b/a％）

北 海 道 179 49 27.4 27.4 20.4 0 1 16 41 61 34 17 9

青 森 県 40 12 30.0 22.6 22.0 0 0 2 11 6 11 10 0

岩 手 県 33 25 75.8 27.8 22.6 0 0 2 5 6 14 4 2

宮 城 県 35 16 45.7 26.8 25.3 0 1 0 2 8 6 10 8

秋 田 県 25 17 68.0 32.4 23.6 0 0 0 3 8 7 4 3

山 形 県 35 18 51.4 23.2 21.5 0 0 1 6 9 10 9 0

福 島 県 59 19 32.2 26.3 23.4 0 0 5 10 15 8 14 6

茨 城 県 44 38 86.4 24.4 23.7 0 0 0 3 11 14 11 5

栃 木 県 26 17 65.4 28.4 26.7 0 0 0 1 2 11 7 5

群 馬 県 35 16 45.7 22.4 19.2 0 0 5 11 7 10 2 0

埼 玉 県 63 60 95.2 27.3 27.0 0 0 2 2 7 19 19 14

千 葉 県 54 37 68.5 25.6 23.2 0 0 2 10 13 14 13 2

東 京 都 62 45 72.6 29.9 26.5 0 0 1 3 6 22 14 16

神 奈 川 県 33 29 87.9 29.2 28.1 0 0 0 2 8 5 12 6

新 潟 県 30 19 63.3 28.2 24.9 0 0 2 3 7 10 6 2

富 山 県 15 13 86.7 26.6 22.1 0 0 0 1 6 6 2 0

石 川 県 19 14 73.7 28.9 27.4 0 0 1 0 5 2 7 4

福 井 県 17 12 70.6 27.7 27.0 0 0 0 1 3 3 5 5

山 梨 県 27 12 44.4 22.2 21.2 1 3 0 5 7 6 3 2

長 野 県 77 29 37.7 29.9 23.6 0 1 9 8 18 23 10 8

岐 阜 県 42 32 76.2 28.8 26.0 0 0 1 0 10 10 12 9

静 岡 県 35 21 60.0 25.9 23.4 0 0 0 6 11 5 8 5

愛 知 県 54 46 85.2 25.9 24.6 0 0 1 2 13 17 15 6

三 重 県 29 23 79.3 27.0 23.9 0 0 0 1 9 12 5 2

滋 賀 県 19 17 89.5 29.0 28.3 0 0 0 0 1 5 8 5

京 都 府 26 20 76.9 28.3 25.1 0 1 3 1 6 7 3 5

大 阪 府 43 38 88.4 27.8 27.8 0 0 0 2 3 14 17 7

兵 庫 県 41 34 82.9 26.6 24.9 0 0 0 4 10 11 10 6

奈 良 県 39 12 30.8 22.6 20.0 0 1 8 6 11 6 5 2

和 歌 山 県 30 9 30.0 27.3 22.5 0 0 3 6 7 6 3 5

鳥 取 県 19 13 68.4 28.8 29.5 0 0 0 0 1 3 9 6

島 根 県 19 16 84.2 26.2 24.4 0 0 0 3 4 8 3 1

岡 山 県 27 17 63.0 28.4 25.8 0 0 0 1 4 9 10 3

広 島 県 23 17 73.9 25.6 25.0 0 0 0 1 2 10 8 2

山 口 県 19 16 84.2 28.5 27.8 0 0 0 1 2 5 8 3

徳 島 県 24 8 33.3 26.3 22.2 0 0 1 6 7 7 2 1

香 川 県 17 9 52.9 26.7 24.1 0 0 1 4 3 4 2 3

愛 媛 県 20 17 85.0 25.4 24.7 0 0 0 1 5 7 4 3

高 知 県 34 9 26.5 25.9 22.9 0 0 2 8 8 6 6 4

福 岡 県 60 46 76.7 30.1 27.7 0 0 0 5 12 12 17 14

佐 賀 県 20 20 100.0 27.9 22.7 0 1 0 3 9 2 4 1

長 崎 県 21 14 66.7 24.7 22.3 0 0 0 3 6 9 1 2

熊 本 県 45 21 46.7 22.6 20.8 0 0 5 10 11 9 9 1

大 分 県 18 14 77.8 28.2 25.7 0 0 0 2 3 6 6 1

宮 崎 県 26 11 42.3 24.7 20.4 0 0 3 6 8 6 3 0

鹿 児 島 県 43 18 41.9 25.0 20.8 0 2 2 9 17 9 1 3

沖 縄 県 41 17 41.5 28.9 26.8 0 0 2 7 6 10 9 7

計 1,742 1,032 59.2 26.8 24.2 1 11 80 226 402 450 367 204

割合（％） 0.1 0.6 4.6 13.0 23.1 25.8 21.1 11.7

うち市区 812 733 90.3 27.9 26.3 0 0 3 26 127 259 254 141

割合（％） 0.0 0.0 0.4 3.2 15.6 31.9 31.3 17.4

うち町村 930 299 32.2 23.8 20.3 1 11 77 200 275 191 113 63

割合（％） 0.1 1.2 8.3 21.5 29.6 20.5 12.2 6.8

5％
以上
10％
未満

平均
女性
比率
(％)

登用目

標のあ

る市区

町村数

  (b)

市区
町村数

  (a)
30％
以上

5％
未満

（除く0％)

25％
以上
30％
未満

0％

15％
以上
20％
未満

10％
以上
15％
未満

都道府県

女性委員の登用目標 法律、政令及び条例により設置された審議会等の女性比率（該当市区町村数）

20％
以上
25％
未満

平均
女性
比率
(％)

58



図表４６ 男女共同参画計画の策定状況と審議会等委員への女性の登用目標の設定（市区町村）

図表４７ 男女共同参画計画の策定状況と審議会等委員の女性割合（市区町村）

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．男女共同参画計画の策定の有無別は、基本問題・影響調査専門調査会において集計。

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．審議会等委員の女性割合は、審議会等委員への女性の登用目標を設定しており、その目標の対象となる審議会等における女性委員の登用

状況。目標を設定していない市区町村の審議会等は含まない。
４．男女共同参画計画の策定の有無別は、基本問題・影響調査専門調査会において集計。

（％）

なし 15％未満 15～20％未満 20～25％未満 25～30％未満 30～35％未満 35％以上 無回答 平均

（n=1,029） - 4.2 14.0 26.2 30.2 17.1 5.9 2.3 25.5

（n=733） - 1.2 9.4 27.0 34.2 20.3 6.8 1.0

うち計画有 （n=717） - 1.3 9.1 26.8 34.4 20.5 7.0 1.0 26.8

うち計画無 （n=16） - - 25.0 37.5 25.0 12.5 - - 23.5

（n=296） - 11.5 25.3 24.3 20.3 9.1 3.7 5.7

うち計画有 （n=254） - 10.6 25.6 23.6 21.7 9.8 3.1 5.5 22.6

うち計画無 （n=42） - 16.7 23.8 28.6 11.9 4.8 7.1 7.1 21.4

市　区

町村

全　体

（％）

あり なし

（n=1,742） 59.1 40.9

（n=812） 90.3 9.7

うち計画有 （n=776） 92.4 7.6

うち計画無 （n=36） 44.4 55.6

（n=930） 31.8 68.2

うち計画有 （n=449） 56.6 43.4

うち計画無 （n=481） 8.7 91.3

町　村

全　体

市　区
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図表４８ 女性公務員の管理職の登用状況（市区町村）

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．市区町村の中に政令指定都市を含む。

0%
5％未満
（除く0％)

5％以上
10％未満

10％以上
15％未満

15％以上
20％未満

20％以上
25％未満

25％以上
30％未満

30％
以上

北 海 道 179 8,899 1,012 11.4 37 13 53 33 23 15 4 1

青 森 県 40 1,815 195 10.7 11 2 15 8 2 1 1 0

岩 手 県 33 1,395 137 9.8 6 4 8 9 3 1 0 2

宮 城 県 35 2,776 397 14.3 3 1 11 6 4 6 4 0

秋 田 県 25 1,524 152 10.0 5 2 8 7 3 0 0 0

山 形 県 35 1,043 110 10.5 13 3 10 5 3 1 0 0

福 島 県 59 2,429 218 9.0 22 5 11 7 8 1 3 2

茨 城 県 44 4,093 493 12.0 3 9 10 11 7 2 1 1

栃 木 県 26 1,517 125 8.2 6 3 10 3 3 1 0 0

群 馬 県 35 1,479 94 6.4 13 5 12 4 0 1 0 0

埼 玉 県 63 5,442 568 10.4 9 16 20 12 6 0 0 0

千 葉 県 54 7,224 910 12.6 8 7 13 16 5 3 2 0

東 京 都 62 4,884 674 13.8 7 4 14 18 12 4 2 1

神 奈 川 県 33 7,046 959 13.6 2 1 9 11 6 4 0 0

新 潟 県 30 1,918 162 8.4 5 8 7 4 4 0 0 2

富 山 県 15 1,654 303 18.3 0 1 2 4 3 2 2 1

石 川 県 19 1,399 216 15.4 2 3 6 3 0 2 2 1

福 井 県 17 1,120 173 15.4 3 0 5 4 2 2 0 1

山 梨 県 27 1,069 144 13.5 8 2 6 2 4 1 2 2

長 野 県 77 1,847 135 7.3 36 4 13 18 3 1 1 1

岐 阜 県 42 2,620 358 13.7 5 8 8 7 6 4 3 1

静 岡 県 35 2,702 275 10.2 5 6 13 4 3 2 2 0

愛 知 県 54 5,537 664 12.0 3 9 12 12 7 8 3 0

三 重 県 29 2,982 541 18.1 5 2 1 8 4 2 5 2

滋 賀 県 19 1,975 302 15.3 0 0 2 7 4 4 1 1

京 都 府 26 2,789 360 12.9 2 0 2 11 4 5 2 0

大 阪 府 43 8,274 1,065 12.9 0 4 14 9 12 3 0 1

兵 庫 県 41 5,453 784 14.4 4 1 11 9 3 9 3 1

奈 良 県 39 1,608 208 12.9 10 4 8 7 4 1 5 0

和 歌 山 県 30 1,583 255 16.1 7 3 4 6 2 5 2 1

鳥 取 県 19 642 131 20.4 1 0 4 2 1 1 4 6

島 根 県 19 1,060 138 13.0 4 2 4 5 1 3 0 0

岡 山 県 27 2,098 256 12.2 3 1 11 2 4 3 1 2

広 島 県 23 2,516 303 12.0 0 3 7 3 6 3 1 0

山 口 県 19 1,860 210 11.3 3 2 6 4 3 0 1 0

徳 島 県 24 1,436 307 21.4 1 1 3 3 4 3 2 7

香 川 県 17 1,407 311 22.1 2 1 4 1 2 4 1 2

愛 媛 県 20 1,068 64 6.0 6 5 4 2 2 0 1 0

高 知 県 34 767 98 12.8 8 3 1 7 4 7 3 1

福 岡 県 60 3,692 353 9.6 11 5 18 14 7 2 1 2

佐 賀 県 20 767 68 8.9 3 1 7 5 2 1 1 0

長 崎 県 21 1,638 138 8.4 2 4 10 3 2 0 0 0

熊 本 県 45 1,771 180 10.2 11 6 8 10 7 1 0 2

大 分 県 18 1,450 131 9.0 2 6 4 4 2 0 0 0

宮 崎 県 26 915 53 5.8 11 2 7 4 1 1 0 0

鹿 児 島 県 43 1,916 92 4.8 26 8 5 2 2 0 0 0

沖 縄 県 41 1,398 135 9.7 11 2 11 11 3 3 0 0

計 1,742 122,497 14,957 12.2 345 182 432 347 203 123 66 44

割合（％） 19.8 10.4 24.8 19.9 11.7 7.1 3.8 2.5

うち市区 812 103,054 12,731 12.4 32 131 248 190 108 64 31 8

割合（％） 3.9 16.1 30.5 23.4 13.3 7.9 3.8 1.0

うち町村 930 19,443 2,226 11.4 313 51 184 157 95 59 35 36

割合（％） 33.7 5.5 19.8 16.9 10.2 6.3 3.8 3.9

女性
比率
(％)

課　長　以　上　職　（全　体）

総数
（人）

都道府県 うち女性
（人）

市区
町村数

女性の比率の分布（該当市区町村数）
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図表４９ 女性公務員の採用・登用のための措置（市区町村）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。調査時点は平成25年11月１日現在。
３．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
４．「職員について、女性の採用・登用拡大のための措置として、取り組んでいるか」に対する回答（複数回答）。ここでの「職員」は、各地

方公共団体で採用され、もしくは定員となっている職員。
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・
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者
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設

置

女

性

職

員

の

採

用

・

登

用

の
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況

や
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記

３

つ

の

計

画

の

進
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状

況

等

に

関

す

る

庁

内

の

意

見

交

換

等

の

場

の

設

置

特

に

な

い

そ

の

他

　

無

回

答

　全　体 1,327 26 268 40 4 55 867 139 15

 100.0 2.0 20.2 3.0 0.3 4.1 65.3 10.5 1.1

　市　区 705 17 221 28 2 40 349 116 7

 100.0 2.4 31.3 4.0 0.3 5.7 49.5 16.5 1.0

うち政令指定都市 18 - 12 2 1 1 3 4 -

 100.0 - 66.7 11.1 5.6 5.6 16.7 22.2 -

うち政令都市指定都市以外 687 17 209 26 1 39 346 112 7

 100.0 2.5 30.4 3.8 0.1 5.7 50.4 16.3 1.0

　町　村 622 9 47 12 2 15 518 23 8

 100.0 1.4 7.6 1.9 0.3 2.4 83.3 3.7 1.3

図表５０ 男女共同参画計画の策定状況と女性公務員の管理職の登用状況（市区町村）

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．男女共同参画計画の策定の有無別は、基本問題・影響調査専門調査会において集計。

（％）

なし 4％未満 4～6％未満 6～8％未満 8～10％未満 10～15％未満 15～20％未満 20％以上 無回答 平均

（n=1,741） 16.5 6.3 10.2 10.5 8.0 19.9 11.7 13.5 3.3 10.4

（n=812） 3.6 10.6 12.4 12.8 10.6 23.4 13.3 12.9 0.4

うち計画有 （n=776） 3.4 10.8 12.4 12.6 10.4 23.3 13.5 13.1 0.4 11.2

うち計画無 （n=36） 8.3 5.6 13.9 16.7 13.9 25.0 8.3 8.3 - 9.9

（n=929） 27.9 2.6 8.3 8.5 5.8 16.9 10.2 14.0 5.8

うち計画有 （n=448） 29.0 3.6 9.6 9.4 5.4 17.4 10.7 14.1 0.9 9.7

うち計画無 （n=481） 26.8 1.7 7.1 7.7 6.2 16.4 9.8 13.9 10.4 9.8

市　区

町村

全　体
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図表５１ 男女共同参画の推進についての現状（市区町村）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．「男女共同参画の推進について、貴自治体の現状として当てはまるもの」に対する回答（複数回答）。

図表５２ 実施している施策（市区町村）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．「記載の施策を実施しているか」に対する回答（複数回答）。この問いでは、「男女共同参画」は、「次世代育成支援（又は仕事と生活の

調査）」を除く。

10.1 

8.7 

6.1 

5.2 

1.7 

2.8 

0.4 

0.4 

64.1 

9.5 

6.7 

0.2 

0.3 

0.5 

0.2 

0.0 

0.0 

0.2 

0.0 

89.1 

4.5 

5.5 

0 20 40 60 80 100

男女共同参画を推進している企業への入札加点

次世代育成支援（又は仕事と生活の調和）を推進

している企業への入札加点

男女共同参画を推進している企業の表彰

次世代育成支援（又は仕事と生活の調和）を推進

している企業の表彰

男女共同参画を推進している企業に関する独自の認証制度

次世代育成支援（又は仕事と生活の調和）を推進

している企業に対する独自の認証制度

男女共同参画を推進している企業との協定

次世代育成支援（又は仕事と生活の調和）を推進

している企業との協定

特にない

その他の地域活性化に向けた男女共同参画の

推進に係る施策

無回答

市区（n=705） 町村（n=622）

（％）

75.0 

68.4 

68.7 

50.2 

31.9 

38.0 

34.8 

28.8 

23.1 

19.1 

17.2 

17.7 

4.1 

4.1 

1.4 

0.4 

33.1 

20.6 

19.1 

20.4 

21.9 

14.3 

14.6 

11.1 

12.2 

12.5 

14.8 

4.5 

1.8 

34.1 

2.9 

0.3 

0 20 40 60 80

施策の推進に関する具体的な目標（値）が設定されている

推進体制が整備されている

男女共同参画推進の進捗状況が明らかとなっている

自治体としての取組姿勢が明確になっている

審議会委員等における女性の参画が進んでいる

財源が確保されている

関係部局の理解が深まっている

担当する職員が知見を有している

首長の重点政策となっている

住民の参画が進んでいる

自治体職員の管理職における女性の参画が進んでいる

市民活動が活発である

男女別統計が充実している

特にない

その他

無回答

市区（n=705） 町村（n=622）

（％）
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（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．公共調達における男女共同参画及び次世代育成支援（又は仕事と生活の調和）の項目の設定状況。都道府県の制度を準用して設定している

場合は、そのことについても回答（複数回答）。

図表５３ 公共調達における男女共同参画等項目の設定状況（市区町村）
項目の設定 都道府県の制度を準用

　
調
査
数

公
共
工
事
の
競
争
参
加
資
格
審
査
に
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け
る
男
女

共
同
参
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等
の
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企
業
か
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優
先
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達

清
掃
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備
保
守
業
務
等
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争
参
加
資
格
審
査

に
お
け
る
項
目
の
設
定

指
定
管
理
者
公
募
選
定
に
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け
る
項
目
の
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定
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ザ
ル
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お
け
る
項
目
の
設
定

そ
の
他

　
無
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答

公
共
工
事
の
競
争
参
加
資
格
審
査
に
お
け
る
男
女

共
同
参
画
等
の
項
目
の
設
定

物
品
の
購
入
等
の
競
争
参
加
資
格
審
査
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お
け
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男
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共
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参
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目
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価
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争
入
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適
用

し
て
い
る
場
合
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お
け
る
男
女
共
同
参
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項
目
の
設
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指
名
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争
入
札
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随
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よ
り
物
品
調
達

を
行
う
際
に
認
証
し
て
い
る
企
業
か
ら
の
優
先
調
達

清
掃

、
設
備
保
守
業
務
等
の
競
争
参
加
資
格
審
査

に
お
け
る
項
目
の
設
定

指
定
管
理
者
公
募
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目
の
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ロ
ポ
ー

ザ
ル
方
式
に
お
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る
項
目
の
設
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そ
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無
回
答

108 54 11 54 3 6 6 2 15 1 19 4 7 - 1 - - 3 81

100.0 50.0 10.2 50.0 2.8 5.6 5.6 1.9 13.9 0.9 17.6 3.7 6.5 - 0.9 - - 2.8 75.0

105 54 11 52 3 6 6 2 15 - 19 4 6 - 1 - - 3 79

100.0 51.4 10.5 49.5 2.9 5.7 5.7 1.9 14.3 - 18.1 3.8 5.7 - 1.0 - - 2.9 75.2

うち政令指定都市 12 8 4 9 2 2 3 - 3 - 1 1 1 - 1 - - - 11

 100.0 66.7 33.3 75.0 16.7 16.7 25.0 - 25.0 - 8.3 8.3 8.3 - 8.3 - - - 91.7

うち政令指定都市以外 93 46 7 43 1 4 3 2 12 - 18 3 5 -      - - - 3 68

 100.0 49.5 7.5 46.2 1.1 4.3 3.2 2.2 12.9 - 19.4 3.2 5.4 -      - - - 3.2 73.1

　町　村 3 - - 2 - - - - - 1 - - 1 - - - - - 2

 100.0 - - 66.7 - - - - - 33.3 - - 33.3 - - - - - 66.7

　全　体

 

　市　区

 

 

図表５４ 男女共同参画計画を策定したことにより促進されたこと（市区町村）

69.3 

65.8 

59.2 

53.7 

37.9 

29.3 

21.1 

18.0 

9.4 

10.6 

10.7 

5.8 

2.2 

2.2 

0.6 

7.1 

56.5 

42.8 

42.5 

45.7 

33.5 

25.9 

21.4 

12.5 

19.5 

14.7 

13.7 

3.8 

1.9 

6.7 

1.9 

4.2 

0 20 40 60 80

施策の推進に関する具体的な目標（値）が設定された

男女共同参画推進の進捗状況が明らかとなった

推進体制が整備された

自治体としての取組姿勢が明確になった

関係部局の理解が深まった

審議会委員等における女性の参画が進んだ

担当する職員が知見を有した

財源が確保された

住民の参画が進んだ

自治体職員の管理職における女性の参画が進んだ

首長の重点政策となった

市民活動が活発となった

男女別統計が充実した

特にない

その他

無回答

市区（n=672） 町村（n=313）

（％）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．男女共同参画計画を「策定している」と回答した985団体に対し、「男女共同参画計画を策定したことにより促進されたことがあるか」を聞いたもの。
６．当てはまるもののうち上位５つを回答。
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図表５５ 男女共同参画計画に記載されている事項（市区町村）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．男女共同参画計画を「策定している」と回答した985団体に対し、「男女共同参画計画に記載されている事項」を聞いたもの（複数回答）。

この問いでは、「男女共同参画」は、「次世代育成支援（又は仕事と生活の調和）」を除く。
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男
女
共
同
参
画
に
係
る
推
進
員
の
任
命

男
女
共
同
参
画
の
視
点
に
立

っ
た

キ

ャ
リ
ア
教
育

理
系
分
野
を
目
指
す
女
子
中
高
生
に

対
す
る
支
援

そ
の
他

　
無
回
答

　全　体 985 63 43 11 20 6 3 40 36 663 483 768 249 919 505 232 600 95 79 216 252 29 39 12

 100.0 6.4 4.4 1.1 2.0 0.6 0.3 4.1 3.7 67.3 49.0 78.0 25.3 93.3 51.3 23.6 60.9 9.6 8.0 21.9 25.6 2.9 4.0 1.2

　市　区 672 58 42 11 20 4 3 39 36 496 380 544 189 641 396 173 420 73 46 154 199 28 28 7

 100.0 8.6 6.3 1.6 3.0 0.6 0.4 5.8 5.4 73.8 56.5 81.0 28.1 95.4 58.9 25.7 62.5 10.9 6.8 22.9 29.6 4.2 4.2 1.0

うち政令指定都市 18 6 9 3 3      -      - 7 9 18 18 18 7 18 13 5 14 2 1 5 14 2 1      -

 100.0 33.3 50.0 16.7 16.7      -      - 38.9 50.0 100.0 100.0 100.0 38.9 100.0 72.2 27.8 77.8 11.1 5.6 27.8 77.8 11.1 5.6      -

うち政令指定都市以外 654 52 33 8 17 4 3 32 27 478 362 526 182 623 383 168 406 71 45 149 185 26 27 7

 100.0 8.0 5.0 1.2 2.6 0.6 0.5 4.9 4.1 73.1 55.4 80.4 27.8 95.3 58.6 25.7 62.1 10.9 6.9 22.8 28.3 4.0 4.1 1.1

　町　村 313 5 1      -      - 2      - 1      - 167 103 224 60 278 109 59 180 22 33 62 53 1 11 5

 100.0 1.6 0.3      -      - 0.6      - 0.3      - 53.4 32.9 71.6 19.2 88.8 34.8 18.8 57.5 7.0 10.5 19.8 16.9 0.3 3.5 1.6

図表５６ 男女共同参画計画を策定（改定）していない理由（市区町村）

48.0 

12.0 

12.0 

8.0 

16.0 

4.0 

4.0 

16.0 

32.0 

4.0 

40.5 

34.8 

22.3 

19.8 

13.0 

13.4 

11.3 

11.7 

10.5 

2.8 

0 10 20 30 40 50 60

担当者が業務を兼務しており、時間がない

住民からの要望がない

策定（改定）の必要性を感じない

総合計画の一部を男女共同参画計画に当てている

関係部局との調整が困難である

財源が不足している

首長の重点政策ではない

特にない

その他

無回答

市（n=25） 町村（n=247）

（％）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．男女共同参画計画について、「策定は未定である」または「一度策定したが、計画期間が終了し、その後改定していない」と回答した272団体に

対し、「男女共同参画計画を策定（改定）していない理由」を聞いたもの（複数回答）。
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図表５７ 男女共同参画計画を策定・改定するのに重要なこと（市区町村）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．「男女共同参画計画・未策定」は、男女共同参画計画の「策定を検討中である」、「策定は未定である」、「一度策定したが、計画期間が終了し、

その後改定していない」と回答した自治体。
６．「男女共同参画計画を策定・改定するには、どのようなことが重要だと考えるか」に対する回答（複数回答）。

図表５８ 男女共同参画計画の策定状況と男女共同参画推進の現状（市区町村）
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3.2 

4.5 

11.7 

2.6 

0.0 

59.5 

3.9 

0.3 

0 20 40 60 80 100

施策の推進に関する具体的な目標（値）が設定されている

推進体制が整備されている

男女共同参画推進の進捗状況が明らかとなっている

自治体としての取組姿勢が明確になっている

審議会委員等における女性の参画が進んでいる

財源が確保されている

関係部局の理解が深まっている

担当する職員が知見を有している

首長の重点政策となっている

住民の参画が進んでいる

自治体職員の管理職における女性の参画が進んでいる

市民活動が活発である

男女別統計が充実している

特にない

その他

無回答

市区・計画策定済（n=672）

市区・計画未策定（n=33）

町村・計画策定済（n=313）

町村・計画未策定（n=309）

（％）

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．「計画未策定」は、男女共同参画計画の「策定を検討中である」、「策定は未定である」、「一度策定したが、計画期間が終了し、

その後改定していない」と回答した自治体。
６．「男女共同参画の推進について、貴自治体の現状として当てはまるもの」に対する回答（複数回答）。
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33.5 
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27.2 
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17.9 

53.4 

63.1 

48.9 

35.3 

37.2 

21.0 

26.9 

7.8 

3.9 

1.3 

0 20 40 60 80 100

関係部局の理解

住民の参画促進

策定（改定）を担当する職員の研修

財源の確保

同じ都道府県内の市町村との情報交換

首長のリーダーシップ

男女共同参画政策に関する専門家の派遣

特にない

その他

無回答

市区・計画策定済（n=672）

市区・計画未策定（n=33）

町村・計画策定済（n=313）

町村・計画未策定（n=309）

（％）
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（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．「貴自治体では、男女共同参画・女性のための総合的な施設（男女共同参画センター・女性センター等）を設置しているか」に対する回答。

（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．男女共同参画センターを「設置している」と回答した253団体に対し、当該施設の職員は何人かを聞いたもの。なお、イベント等における一時的

なアルバイトスタッフは含めない。

図表５９ 市区町村の男女共同参画センターの設置状況

図表６０ 市区町村の男女共同参画センターの職員数

　
調
査
数

設
置
し
て
い
る

設
置
し
て
い
な
い

　
無
回
答

1,327 253 1,062 12

100.0 19.1 80.0 0.9

705 241 459 5

100.0 34.2 65.1 0.7

　うち政令指定都市 18 18 - -

　 100.0 100.0 - -

　うち政令指定都市以外 687 223 459 5

100.0 32.5 66.8 0.7

　町　村 622 12 603 7

 100.0 1.9 96.9 1.1

 

　全　体

 

　市　区

34.2 

1.9 

65.1 

96.9 

0.7 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区（n=705）

町村（n=622）

設置している

設置していない

無回答

常勤 非常勤

 　
調
査
数

０
人

１
～

２
人

３
～

４
人

５
人
以
上

　
無
回
答

　
平
均

（
人

）

　
調
査
数

０
人

１
～

２
人

３
～

４
人

５
人
以
上

　
無
回
答

　
平
均

（
人

）

253 26 62 66 72 27 4.2 253 41 72 38 66 36 3.7

100.0 10.3 24.5 26.1 28.5 10.7  100.0 16.2 28.5 15.0 26.1 14.2  

241 24 57 64 71 25 4.3 241 36 69 37 65 34 3.8

100.0 10.0 23.7 26.6 29.5 10.4  100.0 14.9 28.6 15.4 27.0 14.1  

　うち政令指定都市 18 - 2 3 13 - 13.9 18 1 1 3 13 - 11.8

　 100.0 - 11.1 16.7 72.2 -  100.0 5.6 5.6 16.7 72.2 -  

　うち政令指定都市以外 223 24 55 61 58 25 3.5 223 35 68 34 52 34 3.1

100.0 10.8 24.7 27.4 26.0 11.2  100.0 15.7 30.5 15.2 23.3 15.2  

　町　村 12 2 5 2 1 2 2.1 12 5 3 1 1 2 1.3

 100.0 16.7 41.7 16.7 8.3 16.7  100.0 41.7 25.0 8.3 8.3 16.7  

　全　体

 

　市　区
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（備考）
１．内閣府「市区町村における男女共同参画に係る施策の推進状況（平成26年２月）」より作成。
２．全国の市区町村1,742団体を対象に調査を実施し、1,327団体から回答があった（回収率76.2％）。
３．平成25年11月１日現在。
４．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。
５．男女共同参画センターを「 設置している」と回答した253団体に対し、当該施設の平成25年度の予算額（事業予算であって人件費は含まない）を

聞いたもの。

図表６１ 市区町村の男女共同参画センターの予算額

 　
調
査
数

１
０
０
万
円
未
満

１
０
０
～

３
０
０
万
円
未
満

３
０
０
～

５
０
０
万
円
未
満

５
０
０
～

１
０
０
０
万
円
未
満

１
０
０
０
～

２
０
０
０
万
円
未
満

２
０
０
０
万
円
以
上

　
無
回
答

 
平
 

均
 

（
円

）

253 52 42 31 40 37 45 6 14,701,010

100.0 20.6 16.6 12.3 15.8 14.6 17.8 2.4  

241 49 40 31 35 36 44 6 15,157,904

100.0 20.3 16.6 12.9 14.5 14.9 18.3 2.5  

　うち政令指定都市 18 4 - - 1 - 13 - 71,463,462

　 100.0 22.2 - - 5.6 - 72.2 -  

　うち政令指定都市以外 223 45 40 31 34 36 31 6 10,487,397

100.0 20.2 17.9 13.9 15.2 16.1 13.9 2.7  

　町　村 12 3 2      - 5 1 1 - 5,753,500

 100.0 25.0 16.7      - 41.7 8.3 8.3 -  

　全　体

 

　市　区

図表６２ 就業人口に占める農業・林業・漁業就業人口

資料：農業就業人口、基幹的農業従事者数 ・・・農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」（24年）
林業就業人口・・・総務省「国勢調査」
漁業就業人口・・・水産庁「漁業就業動向統計年報」
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図表６３ 漁業、水産加工業における女性の従事・就業割合

図表６４ 農業・林業・漁業者団体の役員等に占める女性割合の推移

資料：農林水産省「農業委員会及び都道府県農業会議実態調査」
農林水産省「総合農協統計表」
Ｈ24年度の農協役員数についてはＪＡ全中調べ

注）１：各年の値は、農業委員が10月１日現在、農協が事業年度末現在。
２：「農業委員のうち選任委員」とは市町村の議会や農協、農業共済組合及び土地改良区の推薦で選任された委員

資料：林野庁「森林組合統計表」
水産庁「水産業協同組合統計表」

注） 各年の値は、事業年度末現在。

●林業・漁業者団体●農業者団体

資料：農林水産省統計部「漁業センサス」
※海面漁業の陸上作業最盛期の陸上作業従事者とは、漁業に係る陸上作業の最盛期に陸上作業に従事した者（個人経営体の世帯員においては

過去1年間に陸上作業に従事した者）をいう。

68



図表６５ 農村女性起業数

資料：農林水産省経営局人材育成課（現所管：経営局就農・女性課）「農村女性による起業活動実態調査」
注：１．調査の実施時期は、平成18年度以前は１月１日現在、平成19年度以降は３月31日現在。

２．平成22年度調査の東北のうち、宮城県については、平成22年３月31日に現在のデータを引用。
福島県については、相馬市、南相馬市、相馬郡及び双葉郡８町村を除いたデータ。

図表６６ 女性の基幹的農業従事者の有無別経営状況

資料：農林水産省統計部「2010世界農林業センサス」（組替集計）により作成。

●林業・漁業者団体の役員等に占める女性の割合

●就業人口に占める女性の割合
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図表６７ 計画策定率、審議会委員の割合、管理職の割合、自治会長の割合の推移

●男女共同参画に関する計画の策定率 ●職員の管理職の女性比率

●自治会長の女性比率

（備考）
１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成25年度）」より作成。
２．調査時点は原則として平成25年４月１日現在であるが、調査項目の中には、各地方公共団体の事情により異なる場合がある。
３．「政令市」は政令指定都市、「市区」は政令指定都市を除く市区（特別区含む）。
４．基本問題・影響調査専門調査会において集計。
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